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（３） 都市施設 
① 道路 

・広域交流軸となる都市計画道路壬生川氷見線等の未整備区間の整備を促進していきま

す。 

・長期にわたり事業が行われていない都市計画道路等については、現在の社会経済情勢

の変化を踏まえた上で、見直しの検討を行うとともに、必要な路線については、整備

を推進していきます。 

・骨格となる幹線道路は整備されていますが、国安の市街地内は狭あいな道路が多いた 

め、長期的な視点のもとで道路環境の改善に努めます。 
 

② 公園・緑地等 

・地域内を流れる大明神川や新川は、地域と協力して自然に触れあえる環境づくりを行

い、水辺交流軸を形成します。 

・高須海岸の自然環境を保全し、周辺地域と一体となった活用により、市民の憩いの場

となる海浜レクリエーションの拠点を形成します。 

・南西部の山林の緑は、地域を構成する重要な緑の軸と位置づけ保全します。 
 

③ 下水道 

・公共下水道事業認可区域内で未整備となっている地域については、汚水管渠の整備を

進めるとともに、事業認可区域の拡大を検討していきます。 

・公共下水道事業認可区域外の地域については、合併処理浄化槽の普及を推進し、生活

環境の改善を図っていきます。 
 

④ その他都市施設 

・上水道施設については、老朽化した施設の更新や今後起こるであろうとされている大

規模地震に対する施設の耐震化を進めていきます。 

・まちづくりの根幹を担う、市民主体のコミュニティ活動を促進するため、その拠点と

なる公民館等の充実を図ります。 
 
（４） 都市環境・景観形成の方針 

・優良な住宅地の形成を誘導していくため、緑豊かな居住環境の整備を目指し、壁面後

退や生垣の設置等、各種ルールを定めることを支援、促進します。 

・南西部の山林は、国土や生態系の保全など多様な機能を有しており、これら機能を維

持するために保全を図るとともに、里山については身近な環境学習の場としての活用

を図ります。 

・地域を東西に流れる新川、大明神川等の河川は、自然との共生を図る都市内環境軸と

して、水質保全の推進と併せて、人が自然とふれあえる場として改善を進めます。 
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（５） 安全・安心のまちづくりの方針 

・道路幅員が狭く緊急車両が通行不可能な住宅密集地は、生活道路の拡幅や避難路の確

保など安全性の確保を図ります。 

・自治会を単位とする市民自らが主体となった地域づくり活動を支援するとともに、自

主防災組織の拡充や、地域のさらなる融和と一体感の醸成を推進していきます。 

・地震や水害などの災害から市民の生命・財産を守るため、災害防止対策の実施に努め

ます。 
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5-3. 河北地区 
（１） 地区づくりのテーマ 

『歴史と文化の薫るまちづくり』 

 
（２） 土地利用 

・ＪＲ伊予三芳駅周辺は、東予北地域交流センター等を地域住民の交流拠点として積極

的に活用し、地域の活性化を図ります。また、駅西側の住宅地は、閑静でゆとりある

低層住宅地として、住環境の保全・改善に努めます。 

・河原津の集落地は、密集した集落地となっており、居住環境の改善に努めます。また、

風波による塩害等のため農業利用が進んでいない河原津干拓地は、農業等の有効利用

に努めます。 

・河原津海岸等の水辺空間は、市民の憩いの場としての環境整備を進めるとともに、自

然体験、環境学習の場としての活用を検討します。 

・観光資源である本谷温泉は、既存の温泉・宿泊施設の活用や機能充実を進め、山間型

の観光レクリエーション拠点地区としての充実を図ります。 

・市街地周辺に広がる田園集落地は、多様な機能を有する生産緑地として背景の山林と

あわせて保全していきます。 

 

●土地利用方針図 
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（３） 都市施設 
① 道路 

・東予丹原インターチェンジから国安及び三芳の市街地を通り、国道 196 号へ接続する

都市計画道路楠浜北条線等の整備を進めます。 

・長期にわたり事業が行われていない都市計画道路等については、現在の社会経済情勢

の変化を踏まえた上で、見直しの検討を行うとともに、必要な路線については、整備

を推進していきます。 

 

② 公園・緑地等 

・東予運動公園は、スポーツ・レクリエーション拠点として位置づけるとともに、トッ

プアスリートが合宿するまちづくりを推進し、市民の競技力向上と健康増進、交流人

口増による産業振興などを目指す「合宿都市構想」の実現のため、調査研究に取り組

みます。 

・河原津海岸の自然環境を保全し、永納山など周辺地域と一体となった活用により、市

民の憩いの場となる海浜レクリエーションの拠点を形成します。 

 

③ 下水道 

・公共下水道事業認可区域内で未整備となっている地域については、汚水管渠の整備を

進めるとともに、事業認可区域の拡大を検討していきます。 

・公共下水道事業認可区域外の地域については、合併処理浄化槽の普及を推進し、生活

環境の改善を図っていきます。 

 

④ その他都市施設 

・上水道施設については、今後、長期的に見れば河川水の取水確保が懸念されることか

ら、地下水などの水源確保が必要であると考えます。また、老朽化した施設の更新や

今後起こるであろうとされている大規模地震に対する施設の耐震化を進めていきます。 

・まちづくりの根幹を担う、市民主体のコミュニティ活動を促進するため、その拠点と

なる公民館や地域交流センター等の充実を図ります。 

 

（４） 都市環境・景観形成の方針 
・優良な住宅地の形成を誘導していくため、緑豊かな居住環境の整備を目指し、壁面後

退や生垣の設置等、各種ルールを定めることを支援、促進します。 

・南西部の山林は、国土や生態系の保全など多様な機能を有しており、これら機能を維

持するために保全を図るとともに、里山については身近な環境学習の場としての活用

を図ります。 

・地域を東西に流れる大明神川、北川等の河川は、自然との共生を図る都市内環境軸と

して、水質保全の推進と併せて、人が自然とふれあえる場として改善を進めます。 

・庄内・旦之上地区には、その地形と川石を利用した石積の畦で区画された独特の田園

風景が見られることから、今後も良好な農村景観の保全を図ります。 
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（５） 安全・安心のまちづくりの方針 
・道路幅員が狭く緊急車両が通行不可能な住宅密集地は、生活道路の拡幅や避難路の確

保など安全性の確保を図ります。 

・東予運動公園を防災拠点として位置付け、災害時の広域避難場所としての機能強化を

図ります。 

・コミュニティを単位とする市民自らが主体となった地域づくり活動を支援するととも

に、自主防災組織の拡充や、地域のさらなる融和と一体感の醸成を推進していきます。 

・地震や水害などの災害から市民の生命・財産を守るため、災害防止対策の実施に努め

ます。 
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6. 丹原地域 
6-1. 丹原地域の概況 
（１） 地域の位置等 

・丹原地域は、道前平野の南西部に位置し、地域北部の平坦部は標高 10m から 200m の

比較的平坦な地形で、東西に流れる中山川に沿った平地部は、県下屈指の農業地帯と

なっています。 

・丹原地域の南の国道 11 号から南側の山間区域は都市計画区域外となっており、標高

200m から標高 1,680m の堂ヶ森に続く険しい山岳となっており、志河川、鞍瀬川沿い

に集落が散在しています。 

 

（２） 人口 
・地域内には、5 小学校、2 中学校があります。 

・地区別（概ね小学校区別）の過去 25 年間の人口推移は下表のとおりで、平成 17 年と

昭和 55 年の人口を比較すると、全体では減少傾向にありますが、丹原地区では増加と

なっています。 

 

■地区別人口の推移 
 

昭和 55年 昭和 60年 平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 

平成 17／ 

昭和 55 

比率（％） 

丹原地区 4,866 4,911 4,997 5,029 5,061 5,039 104％ 

徳田地区 2,172 2,163 2,041 1,944 1,828 1,737 80％ 

田野地区 3,841 3,816 4,065 3,941 3,820 3,635 95％ 

中川地区 2,952 2,935 3,042 2,966 2,823 2,773 94％ 

 

桜樹地区  1,088 944 872 734 632 536 49％ 

 丹原地域 合計 14,919 14,769 15,017 14,614 14,164 13,720 92％ 

資料：市統計書 
 

（３） 土地利用 
・用途地域は、主要地方道壬生川丹原線沿道に第１種住居地域、第２種住居地域、近隣

商業地域、工業地域の４種類の用途地域が指定されています。 

・都市計画区域内の用途地域外では、山林以外では農地の中に集落が点在する田園集落

地が形成されており、一部の地域では工場の立地や道路沿道での商業施設の立地がみ

られます。 
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（４） 地域資源 
・主要地方道壬生川丹原線沿道に丹原総合支所、丹原総合公園、丹原体育館、丹原文化

会館などが立地し、その他に丹原Ｂ＆Ｇ海洋センターなどのスポーツ施設が立地して

います。 

・本地域では農業が盛んで、米のほか、生産量日本一を誇る愛宕柿を始め、キウイフル

ーツや梅等の果樹、きゅうり・菊・アスパラガス・バラ等のハウス園芸など、多様な

農産物が生産されています。 

・地域内には多くの観光農園があり、四季を通じて農産物の収穫体験が可能となってい

ます。 

・すぐれた地域固有の自然環境資源としては、石鎚山系に連なる山岳資源があります。 

・テニスコートや様々な遊具が設置されている広域的なレクリエーション機能を持つ丹

原総合公園を有しています。 

 

6-2. 丹原地域のまちづくりの課題 
・地域内には丹原商店街等、古くからの商業集積がみられますが、個人経営の店舗が多

く、地域内での購買率は低い状況にあります。 

・東予丹原インターチェンジをはじめ主要地方道壬生川丹原線沿道周辺には、近年、大

規模商業施設等が立地しており、周辺地域と調和した土地利用への誘導が求められま

す。 

・地域の道路網は、平野部の中央を北東から南西に通る主要地方道壬生川丹原線を基軸

として、平野南部の国道 11 号と松山自動車道、今治小松自動車道（東予丹原インター

チェンジ）などで構成されています。これら幹線道路のうち県道の多くは、拡幅・改

良が望まれています。また、都市計画道路は、５路線が計画決定されていますが、整

備率は低いため、未整備路線・区間の整備を推進する必要があります。さらに、市道

は、幅員４m 未満のものが多く、拡幅等により円滑な自動車交通を確保するなど、生

活道路の整備も求められています。 

・本地域には、鉄道駅がないことから、自動車に依存する交通体系になっており、公共

交通機関の充実が求められます。 

・優良な農地が広がる地域では、農地の集約化や担い手の育成を図り、生産環境・経営

基盤の強化が求められます。また、地域の農業の振興と理解を深めるため、地産地消

を推進していく必要があります。 

・農業生産条件が不利な中山間地域では、著しい高齢化や後継者不足等により、耕作放

棄地が増加するなど農村環境が変化しており、国土の保全、水源のかん養等の観点か

ら良好な農村景観の保全が求められます。 
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6-3. 丹原地域のまちづくり方針 
（１） 地域づくりのテーマ 

本地域の特性を踏まえて、地域づくりのテーマを、「活力ある産業振興を目指し

たまちづくり」「地域資源の活用による地域活性化」「自然と共生する優良な田

園居住地づくり」「歴史と文化の薫るまちづくり」「災害に強いまちづくり」と設

定します。 

 
（２） 土地利用 

・丹原総合支所周辺は、生活機能の充実など地域拠点の形成を図り、地域の活性化に努

めます。 

・主要地方道壬生川丹原線沿道は、交流軸としての魅力ある環境形成を図ります。 

・大規模な集落地が広がっている地域では、良質な田園居住区づくりに向けた取り組み

を進め、安全で安心な居住環境の形成を図ります。 

 

●土地利用方針図 
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（３） 都市施設 
① 道路 

・地域の連携軸である都市計画道路北条新田高松線の未整備区間の整備を促進します。 

・長期にわたり事業が行われていない都市計画道路等については、現在の社会経済情勢

の変化を踏まえた上で、見直しの検討を行うとともに、必要な路線については、整備

を推進していきます。 

・主要地方道壬生川丹原線の交通渋滞の解消を図るとともに、接続する道路の整備、他

地域の骨格となる道路へのアクセスの強化を図り、都市間ネットワークの確立に努め

ます。 

・生活道路は、地域住民の利便性や安全性に配慮した計画的な整備・改修、適正な維持

管理に努めます。 

 

② 公園・緑地等 

・丹原総合公園は、スポーツ・レクリエーション拠点として位置づけ、野球場、テニス

コート、遊具広場等施設の維持管理に努め、利用者の利用促進を図ります。 

・市街地に近接した愛の山周辺は、総合公園や文化会館などの既存公共施設や農業水利

施設などを活用して都市と農村の交流拠点づくりを進めます。 

・市街地内の身近な公園は、公園機能の充実とともに、地域住民との協力のもとで軽微

な管理作業や花壇づくりを行うなど、愛着のある公園への再生を図ります。 

・丹原中央公園の利用者の便宜を図るため、バリアフリー化に配慮したトイレの改築更

新を行います。 

 

③ 下水道 

・公共下水道事業認可区域内で未整備となっている地域については、汚水管渠の整備を

進めるとともに、事業認可区域の拡大を検討していきます。 

・市街地の浸水防除については、既存雨水施設の活用を基本として検討していきます。 

・公共下水道事業認可区域外の地域については、合併処理浄化槽の普及を推進し、生活

環境の改善を図っていきます。 

 

④ その他都市施設 

・上水道施設については、今後起こるであろうとされている大規模地震に対する施設の

耐震化や配水池の整備を進めていきます。 

・簡易水道施設については西条地域に比べて普及率が高く、整備が進んでいますが、今

後は上水道施設との統合を検討します。 

・西条市公営住宅ストック総合活用計画に基づき、老朽化が進んでいる古田新出団地の

建て替えを推進するなど、計画的なまちづくりを検討します。 

・まちづくりの根幹を担う、市民主体のコミュニティ活動を促進するため、その拠点と

なる公民館等の充実を図ります。 
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（４） 都市環境・景観形成の方針 
・優良な住宅地の形成を誘導していくため、緑豊かな居住環境の整備を目指し、壁面後

退や生垣の設置等、各種ルールを定めることを支援、促進します。 

・優良な農地は食料の安定供給のほかにも、自然環境や生態系の保全、 良好な景観の形

成といった多面的機能を有しており、生産基盤や営農環境の改善等により優良農地の

維持・保全に努めます。 

・観光農園をはじめ、地域の豊かな自然や歴史・文化を活かしてグリーン・ツーリズム

の推進を図り、農業と観光が連携して都市との交流、地域環境の保全を図ります。 

・地域内の社寺、鎮守の森、史跡等の地域資源の保全、利活用に努め、地域環境の保全

及び伝統文化の継承に努めます。 

・平成 23 年度からの供用開始を予定している志河川ダムを活かした農業の振興と併せて

ダム下流に創出される水辺空間を活用した環境整備を進めます。 

・森林は水源のかん養、自然環境の保全など公益的機能を持つ貴重な資源であり、林業

経営基盤の充実や造林・育林など事業活動支援により、森林の適正な管理、保全、育

成に努めます。 

 

（５） 安全・安心のまちづくりの方針 
・道路幅員が狭いなど防災上の懸念がある住宅密集地は、生活道路の拡幅や避難路の確

保など安全性の確保を図ります。 

・丹原総合公園を防災拠点として位置付け、災害時の広域避難場所としての機能強化を

図ります。 

・コミュニティを単位とする市民自らが主体となった地域づくり活動を支援するととも

に、自主防災組織の拡充や、地域のさらなる融和と一体感の醸成を推進していきます。 

・下水道の整備や河川改修等による浸水被害の軽減や建築物の耐震化・不燃化の促進等

により災害に強いまちづくりを進めます。 

・地震や水害などの災害から市民の生命・財産を守るため、災害防止対策の実施に努め

ます。 

・本地域では、間伐を促進することによって山の健全化を図り、また土砂崩れの発生箇

所となりうる斜面上部において、土砂の流出を抑制する小型の木製ダムを設置するこ

とにより、土石流被害の軽減を図ります。 
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7. 小松地域 
7-1. 小松地域の概況 
（１） 地域の位置等 

・小松地域は、道前平野の南東部に位置し、中山川右岸沿いに開けた北端の平坦地に市

街地がほぼ集中しています。 

・地域南部に西日本最高峰である標高 1,982m の石鎚山頂が位置し、これから続く森林が

広がっています。特に、小松町石鎚地区は、石鎚山より南北に向かって急峻な山岳地

帯であり、民家や耕地の点在する部分は標高 600ｍ以下の山麓の急斜面地帯となってい

ます。 

 

（２） 人口 
・地域内には、2 小学校、1 中学校があります。 

・本地域の人口は、平成２年頃まで緩やかな増加傾向にありましたが、以降減少に転じ、

平成 17 年では 9,960 人となっています。 

・地区別（概ね小学校区別）の過去 25 年間の人口推移は下表のとおりで、平成 17 年と

昭和 55 年の人口を比較すると、392 人の減少となっています。 

 

■地区別人口の推移 
 

昭和 55年 昭和 60年 平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 

平成 17／ 

昭和 55 

比率（％） 

小松地区 7,193 7,420 7,477 7,318 7,017 6,942 97％ 
 

石根地区 3,118 3,141 3,149 3,246 3,166 3,010 97％ 

 石鎚地区 41 25 23 15 9 8 20％ 

 小松地域 合計 10,352 10,586 10,649 10,579 10,192 9,960 96％ 

資料：市統計書 
 

（３） 土地利用 
・用途地域は、国道 11 号沿道を中心に近隣商業地域、住居系用途地域 5 種類、工業系用

途地域 2 種類の計 8 種類の用途地域が指定されています。 

・ＪＲ伊予小松駅周辺は、小規模な店舗と住宅が混在する古くからある密集した市街地

となっています。 

・都市計画区域内の用途地域外は、全域が農業振興地域に指定され、そのうち 452ha が農

用地区域となっています。 

・テニスコートや様々な遊具が設置されている広域的なレクリエーション機能を持つ小

松中央公園を有しています。 
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（４） 地域資源 
・本地域は、国道 11 号、196 号が交わり、東西に松山自動車道、南北に今治小松自動車

道が走り、さらには国道 11 号バイパスが一部供用されているなど、今治圏、松山圏、

新居浜圏とを結ぶ交通の要衝に位置しています。 

・ＪＲ伊予小松駅（及び国道 11 号を挟んだ南側）周辺に、小松総合支所、図書館など多

数の中核的施設が集積しています。 

・地域南西部にある小松中央公園は、松山自動車道（石鎚山ＳＡ）と一体的に活用でき

るハイウェイオアシスで、スポーツ・レクリエーションの場、また憩いの場として、

地元住民はもとより、近隣市町の住民との交流の場として広く利用されています。 

・地域内には遍路道となっていた讃岐街道が通り、その道沿いには道標などが点在し、

歴史的名残が感じられます。また、地域内には近藤篤山旧邸、養正館跡など藩政文化

ゆかりの史跡があり、その他にも、四国八十八ヶ所札所である第 60 番札所の横峰寺と

第 61 番札所の香園寺、第 62 番札所の宝寿寺があります。 

・すぐれた地域固有の自然環境資源としては、西日本最高峰の石鎚山などがあります。 

 
7-2. 小松地域のまちづくりの課題 

・ＪＲ伊予小松駅周辺の古くからの商業地は、販売額の減少や空き店舗の増加、来街者

の減少など近年空洞化が著しく商業地域の活性化が求められます。また、地域内には

大型店の立地が少なく、地域全体の集客力も低下しています。 

・駅周辺の市街地では、骨格となる都市基盤が不十分で、幅員の狭い道路も多く、交通

に不便な地域構造となっています。 

・地域の道路網は、国道 11 号、196 号、松山自動車道（いよ小松インターチェンジ）、

今治小松自動車道（いよ小松北インターチェンジ）などで構成されていますが、これ

らを結ぶ道路の整備や生活道路等の整備・改良を引き続き行っていく必要があります。 

・都市計画道路は、５路線が計画決定されていますが、整備率は低いため、未整備路線・

区間の整備を推進する必要があります。 

・優良な農地が広がる地域では、農地の集約化や担い手の育成を図り、生産環境・経営

基盤の強化が求められます。また、地域の農業の振興と理解を深めるため、地産地消

を推進していく必要があります。 

・西瀬戸自動車道と松山自動車道を連絡する今治小松自動車道の開通、国道 11 号バイパ

スなどの広域幹線道路網の整備により、交通結節点である本地域内で開発が進むこと

も想定されるため、適切な土地利用の誘導を図る必要があります。 

・ハイウェイオアシスは、レクリエーションと憩い、交流の拠点であることから、機能

の充実を図り、機能を高めていく必要があります。 

・農業生産条件が不利な中山間地域では、著しい高齢化や後継者不足等により、耕作放

棄地が増加するなど農村環境が変化しており、国土の保全、水源のかん養等の観点か

ら良好な農村景観の保全が求められます。 
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7-3. 小松地域のまちづくり方針 
（１） 地域づくりのテーマ 

本地域の特性を踏まえて、地域づくりのテーマを、「活力ある産業振興を目指し

たまちづくり」「地域資源の活用による地域活性化」「自然と共生する優良な田

園居住地づくり」「歴史と文化の薫るまちづくり」「災害に強いまちづくり」と設

定します。 

 

（２） 土地利用 
・ＪＲ伊予小松駅周辺は、地域の生活拠点として地域商業の活性化と居住環境の改善を

図ります。 

・国道 11 号沿道やインターチェンジ周辺は、新たな商業・工業・流通拠点の形成や沿道

商業施設の適正な立地誘導を図り、工業地や商業地へつながる陸の玄関口として交通

結節機能の充実を図ります。 

・大規模な集落地が広がっている地域では、良質な田園居住区づくりに向けた取り組み

を進めます。 

 

●土地利用方針図 
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（３） 都市施設 
① 道路 

・国道 11 号の交通渋滞の解消を図るとともに、都市間ネットワークの確立を図るため、

未整備の都市計画道路の整備を進めます。 

・広域交通の役割を果たす国道 11 号小松バイパス（都市計画道路安井飯岡線）の未整備

区間の整備を促進します。 

・長期にわたり事業が行われていない都市計画道路等については、現在の社会経済情勢

の変化を踏まえた上で、見直しの検討を行うとともに、必要な路線については、整備

を推進していきます。 

・生活道路は、地域住民の利便性や安全性に配慮した計画的な整備・改修、適正な維持

管理に努めます。 

 

② 公園・緑地等 

・小松中央公園は、スポーツ・レクリエーション拠点として位置づけ、石鎚山ハイウェ

イオアシスと隣接する立地条件や温泉施設、子供広場、市民の森、スポーツ施設など

様々な機能を活かした交流の場としての施設の充実を図ります。 

・石鎚山ハイウェイオアシス（小松中央公園）は、一般道からの乗り入れができること

はもとより、松山自動車道の石鎚山サービスエリアからも直接乗り入れができる総合

公園であり、従来からの公園機能に加えて、西条市の地場産品の紹介や観光案内、そ

の他情報発信の場としてのハイウェイオアシス機能を有していることから、今後も地

域間の交流拠点としての観光・交流機能の拡充を図るとともに、旧地区公園部分につ

いては、トイレや園路等のバリアフリー化を行います。 

・市街地内の身近な公園は、公園機能の充実とともに、地域住民との協力のもとで軽微

な管理作業や花壇づくりを行うなど、愛着のある公園への再生を図ります。 

 

③ 下水道 

・従前より合併処理浄化槽の普及が進んでいることから、公共下水道による整備につい

ては将来検討とし、当面は合併処理浄化槽の普及を推進して、生活環境の改善を図っ

ていきます。 

 

④ その他都市施設 

・上水道施設については市内の他地区に比べて普及率が高く、整備が進んでいますが、

水源の確保、老朽化した施設の更新や今後起こるであろうとされている大規模地震に

対する施設の耐震化を進めていきます。 

・西条市公営住宅ストック総合活用計画に基づき、老朽化が進んでいる宝来ブロック団

地等の建て替えを推進するなど、計画的なまちづくりを検討します。 

・まちづくりの根幹を担う、市民主体のコミュニティ活動を促進するため、その拠点と

なる公民館等の充実を図ります。 
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（４） 都市環境・景観形成の方針 
・優良な住宅地の形成を誘導していくため、緑豊かな居住環境の整備を目指し、壁面後

退や生垣の設置等、各種ルールを定めることを支援、促進します。 

・優良な農地は食料の安定供給のほかにも、自然環境や生態系の保全、良好な景観の形

成といった多面的機能を有しており、生産基盤や営農環境の改善等により優良農地の

維持・保全に努めます。 

・市街地に近接して流れる中山川は、自然との共生を図る都市内環境軸として、水質保

全の推進と併せて、人が自然とふれあえる場として改善を進めます。 

・近藤篤山旧邸をはじめ、地域内の社寺、鎮守の森、史跡等の地域資源の保全、利活用

に努め、地域環境の保全及び伝統文化の継承に努めます。特に、市外からも多くの人

が訪れる四国八十八ヶ所札所の横峰寺、香園寺、宝寿寺及び周辺の地域も含めて自然

環境や景観の保全に努めます。 

・森林は水源のかん養、自然環境の保全など公益的機能を持つ貴重な資源であり、林業

経営基盤の充実や造林・育林など事業活動支援により、森林の適正な管理、保全、育

成に努めます。 

 

（５） 安全・安心のまちづくりの方針 
・多くの人が行き交う遍路道等は、安全で安心な道（歩行者空間）づくりを推進します。 

・道路幅員が狭いなど防災上の懸念がある駅周辺等の住宅密集地は、生活道路の拡幅や

避難路の確保など安全性の確保を図ります。 

・小松中央公園を防災拠点として位置付け、災害時の広域避難場所としての機能強化を

図ります。 

・自治会を単位とする市民自らが主体となった地域づくり活動を支援するとともに、自

主防災組織の拡充や、地域のさらなる融和と一体感の醸成を推進していきます。 

・下水道の整備や河川改修等による浸水被害の軽減や建築物の耐震化・不燃化の促進等

により災害に強いまちづくりを進めます。 

・地震や水害などの災害から市民の生命・財産を守るため、災害防止対策の実施に努め

ます。 

・本地域では、間伐を促進することによって山の健全化を図り、また土砂崩れの発生箇

所となりうる斜面上部において、土砂の流出を抑制する小型の木製ダムを設置するこ

とにより、土石流被害の軽減を図ります。 
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8. 都市計画区域外 
（１） 地域づくりのテーマ 

『魅力ある山の文化の再生と災害に強いまちづくり』 
 

（２） 土地利用 
・人口の減少及び高齢化が進んだ地区であるため、安全な暮らしが確保できる生活環境

の整備を推進するとともに、林業希望者や棚田ボランティア等の受け入れ施策を進め、

地域の活性化を図ります。 

・急傾斜地にある棚田は、国土の保全上重要な緑地であり、美しい農業景観を形成して

いることから、作業環境の改善等を図り、農地の保全に努めます。 

・石鎚登山ロープウェイの山麓、山頂の観光施設の再整備等を検討します。 

 

（３） 都市施設 
① 道路 

・地域連携軸となる一般県道石鎚伊予小松停車場線と主要地方道西条久万線等の未整備

区間の整備を促進し、地域内及び市街地との交通の円滑化を図ります。 

・加茂川流域（大保木地区）、谷川流域（加茂地区）、市之川流域（市之川地区）、大

明神川流域（河之内地区）、鞍瀬川流域（鞍瀬地区）等と市街地を結びつける地区連

携軸として、農道、林道等の道路整備により、集落間の相互の連携及び防災機能の強

化を図ります。 

・地域拠点と地区拠点、地区拠点相互の連携、各集落と地域・地区拠点の連携を図るた

め、歩行者系ネットワークの軸を位置づけます。 

 

② 公園・緑地等 

・円山森林公園は、植物園やイベント広場等の整備による観光拠点としての魅力向上と

ともに、自然を生かした体験・学習の場として活用を図ります。また、民間施設を含

む既存の観光・レクリエーション拠点との連携強化に努めます。 

・地域の南部の石鎚山系は石鎚国定公園に指定されており、水と緑豊かな自然環境の保

全に努めます。 

 

③ その他都市施設 

・まちづくりの根幹を担う、市民主体のコミュニティ活動を促進するため、その拠点と

なる公民館等の充実を図ります。 

 

（４） 都市環境・景観形成の方針 
・市街地の背景となっている石鎚山系の緑の保全を図るとともに、観光資源としての活

用を図ります。 

・石鎚神社成就社等は周辺の地域も含めて自然環境や景観の保全に努めます。 
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（５） 安全・安心のまちづくりの方針 

・自治会を単位とする市民自らが主体となった地域づくり活動を支援するとともに、自

主防災組織の拡充や、地域のさらなる融和と一体感の醸成を推進していきます。 

・急傾斜地崩壊危険箇所や土石流危険渓流において、地震や水害などの災害から市民の

生命・財産を守るため、災害防止対策の実施に努めます。 

・本地域では、間伐を促進することによって山の健全化を図り、また土砂崩れの発生箇

所となりうる斜面上部において、土砂の流出を抑制する小型の木製ダムを設置するこ

とにより、土石流被害の軽減を図ります。 




